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東京都有料老人ホーム設置運営指導指針の改正について（通知） 

 

 東京都の高齢者福祉施策の推進につきましては、平素から御協力をいただき厚く御礼申し上げます。 

さて、今般、一部の有料老人ホームにおいて、入居する高齢者が難病等の場合に、高齢者向け住ま

いの紹介を行う事業者（以下「情報提供等事業者」という。）に対し、高額な紹介手数料を払ってい

る事案が明らかになり、国の有料老人ホーム設置運営標準指導指針の改正が行われました。 

これを受け、東京都有料老人ホーム設置運営指導指針（以下「指針」という。）について、有料老

人ホームが情報提供等事業者と委託契約等を締結する場合の留意事項を追加する旨の改正をしました

ので、通知します。 

改正の趣旨を踏まえ、情報提供等事業者との委託契約等の締結に当たっては、情報提供等事業者に

対して、入居者の月額利用料等に比べて高額な手数料と引き換えに、優先的な入居希望者の紹介を求

めないこと等、適切な対応をお願いします。 

 

記 

 

 

１ 主な改正内容（詳細は別添「新旧対照表」を参照） 

情報提供等事業者と委託契約等を締結する場合の留意事項を追加（１２（６）ウ） 

 

２ 施行年月日 

  令和７年４月１日から施行する。 

 

３ 送付書類 

  新旧対照表 

  ※改正後全文はホームページで御確認ください。 

 

４ 問合せ先 

（１）有料老人ホームに関すること 

東京都福祉局高齢者施策推進部施設支援課有料老人ホーム担当 

電話 ０３－５３２０－４２９６（直通） 

（２）有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅に関すること 

東京都福祉局高齢者施策推進部在宅支援課高齢者住宅担当 

電話 ０３－５３２０－４２７３（直通） 

 


